富山県社会福祉審議会
日　時：平成28年10月20日（木）午後２時～３時
場　所：富山県総合福祉会館701研修室

１　開　　会

【司会】　定刻になりましたので、ただ今から富山県社会福祉審議会を始めさせていただきます。まず初めに、蔵堀厚生部長からご挨拶申し上げます。

２　挨　　拶

【蔵堀厚生部長】　厚生部長の蔵堀でございます。
本日は、お忙しいところご出席いただきまして、誠にありがとうございます。また、このたび皆様方には、この審議会の委員を快くお引き受けくださいました。ありがとうございます。重ねて御礼申し上げます。

この審議会は、社会福祉法に基づく審議会として、富山県の社会福祉に関する基本的な事項を審議いただくために設けられたものでございます。これまで、富山県民福祉基本計画の改定、あるいは本県福祉の様々な課題について、貴重なご意見をいただいてまいりました。委員の皆様方におかれましては、今後２年間にわたり、本県の社会福祉の充実・発展のためにお力添えを賜りたいと存じますので、よろしくお願い申し上げます。

さて、近年、少子高齢化の進行、家族形態や意識の変化、価値観や生活様式の多様化などによりまして、福祉のあり方やニーズも多様化しております。地域における福祉力の向上がますます重要となってきております。

県としても、県民誰もが住み慣れた地域でいきいきと、安心して暮らすことのできる地域共生社会の実現に向けて、全力で取り組んでいるところです。

国においても、厚生労働省では７月に厚生労働大臣を本部長とする「『我が事・丸ごと』地域共生社会実現本部」が設置されております。この実現本部では、地域共生社会の実現を、今後の福祉改革を貫く基本コンセプトとして位置づけているところでございます。

本日は、新たな富山県民福祉基本計画の策定に向けた検討状況などについてご報告することとしております。委員の皆様方には、幅広い観点から、忌憚のないご意見、ご提言をいただければありがたいと思います。

本日はどうぞよろしくお願いいたします。

【司会】　それでは、事務局から委員の出席状況についてご報告させていただきます。

本審議会の委員総数は26名でございます。そのうち、19名の委員に出席いただいておりますので、富山県社会福祉審議会条例第６条第３項の定足数、これは過半数でございますけれども、これに達しておりますことをご報告させていただきます。

３　議　　事

(１)委員長・副委員長の選任について

【司会】　それでは議事に入りますが、まず、委員長・副委員長の選任をお願いしたいと思います。

委員長・副委員長については、富山県社会福祉審議会条例第５条第２項の規定により、委員の方々で互選いただくことになっておりますが、どなたか推薦いただけませんでしょうか。

【谷井委員】　委員長には、前任期において委員長を務められました富山県社会福祉協議会長の岩城委員にお願いしてはどうでしょうか。

【司会】　ただ今、谷井委員から、委員長は岩城委員にお願いしてはどうかとのご発言がありましたが、いかがでしょうか。

〔拍手〕

【司会】　ありがとうございました。

それではご異議がありませんでしたので、本審議会の委員長は岩城委員にお願いしたいと思います。
次に、副委員長でございますが、岩城委員長からどなたか推薦いただけないでしょうか。

【岩城委員長】　それでは、副委員長を推薦させていただきます。

前回も副委員長を務められました富山国際大学の宮田委員に引き続きお願いできればと思います。

〔拍手〕

【司会】　今ほど、岩城委員長から、副委員長に宮田委員にお願いしたいとのご発言がありましたが、委員の皆様から拍手をいただきましたので、副委員長は宮田委員にお願いいたします。
それでは、これからの議事の進行につきましては、岩城委員長にお願いしたいと思います。恐れ入りますが、岩城委員長には委員長席へお移りいただきたいと思います。

〔岩城委員長、委員長席へ移動〕

【司会】　では早速ですが、岩城委員長に一言ご挨拶いただければと思います。

【岩城委員長】　ただ今、委員長に選出されました岩城でございます。よろしくお願いいたします。

富山県社会福祉審議会の委員長を引き続き拝命し、社会福祉施策の適正な運営を図る責任の重さを改めて痛感している次第でございます。

現在、社会経済状況が大きく変化し、福祉のあり方やニーズも複雑、多様化しているところでございます。県民一人ひとりが生涯にわたって自分らしい生活が継続できるよう、社会福祉審議会が使命を果たしていくことは極めて重要なことだと思います。
そのため、他の委員の皆様とともに努力を重ねてまいる所存ですので、ご指導・ご鞭撻をよろしくお願い申し上げます。

また、これから議事を進めてまいりますが、各委員には、円滑な議事の進行にご協力賜りますようお願いいたします。

【司会】　どうもありがとうございました。

それでは、以後の進行につきましては、岩城委員長にお願いしたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。

(２)専門分科会の委員・臨時委員の指名について

【岩城委員長】　それでは、お手元の会議次第の順序に従いまして進めたいと思います。３時頃を目途に議事を進めたいと思いますので、ご協力をお願いいたします。

まずは、議事の「(2)専門分科会の委員・臨時委員の指名について」ですが、富山県社会福祉審議会条例第７条第１項の規定により、委員長が指名することとなっております。

　お手元にお配りしてございます資料１「富山県社会福祉審議会委員・臨時委員　所属専門分科会・部会（案）」のとおりとさせていただきたいので、よろしくお願いいたします。
なお、各専門分科会の会長、副会長の選出につきましては、それぞれの専門分科会、部会で互選していただくこととなっておりますので、よろしくお願いいたします。
４　報　　告

(１)新たな富山県民福祉基本計画について

【岩城委員長】　次は、事務局から「新たな富山県民福祉基本計画について」の報告があるようですので、お願いいたします。

【石浦厚生企画課長】　厚生企画課長の石浦と申します。よろしくお願いいたします。

私からは新たな富山県民福祉基本計画についてご説明させていただきます。なお、再任いただいた委員には、一部繰り返しになる説明もございますがご容赦願います。
それでは、資料２「新たな富山県民福祉基本計画について」をごらんください。これは、新たな富山県民福祉基本計画の概要を記載したものでございます。

資料の下の方には、参考として、計画の位置付けを図式化しております。図の真ん中に富山県民福祉基本計画がございますが、その上に記載されております富山県民福祉条例や社会福祉法に基づく計画ということでございます。
また、富山県民福祉条例第11条では、「知事は、福祉に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、福祉に関する施策の基本となる計画を定めるものとする」と規定されております。この基本計画に盛り込まれる内容につきましては、「福祉に関する基本的かつ総合的な施策の大綱」となっております。

そしてこの計画は、社会福祉法第108条に定められた都道府県地域福祉支援計画として、市町村における地域福祉の推進を支援するという性格も有しております。

他にこの計画の基本となるものとして、図の一番上にありますが、富山県総合計画「新・元気とやま創造計画」があり、これを踏まえた分野別計画の位置付けともなっております。この総合計画や、まち・ひと・しごと創生法に基づく地方創生に関する計画である「とやま未来創生戦略」との整合を図りながら策定することになろうかと思います。
図の下の方には、高齢者、障害者、児童に関する個別計画がございますが、これらとの関係は、各個別計画をリード又は役割分担していこうということでございます。

なお、資料に記載はありませんが、新たな計画策定に向けたスケジュールを簡単に説明いたします。具体的な計画策定については、この審議会の下に福祉基本計画専門分科会を設けておりまして、その専門分科会において既に検討を始めております。現在は、新計画の中間報告案を作成中でございます。専門分科会では、「新計画策定に係る説明会」を開催して関係者のご意見を聴きながら中間報告案を取りまとめているところでございます。専門分科会で取りまとめた中間報告案は、この社会福祉審議会にお諮りし、議論した上でパブリックコメントを行います。これらの検討を施しましたら、答申に向けた審議を経て知事に答申するという流れを考えております。
次に、新しい計画策定の方向性についてご説明いたします。資料３「計画をめぐる現状と動向」をごらんください。

まず、新しい計画を策定するにあたり、現在の福祉を取り巻く現状と変化を拾い上げまして、これらの要素を新計画に反映していこうということでございます。資料３にありますように12項目の観点について、新計画に盛り込みたいと考えております。

例えば、「人口減少」や「高齢化の進行」、「家族機能の低下や伝統的な地域支え合い機能の低下」といった社会構造の変化に係る要因を反映させようということです。

他に、「介護・福祉サービス従事者の不足」、「地域福祉活動やボランティア活動を支える担い手の養成」、「経済の不安定化に伴う生活困窮者等の増加」、「既存の制度では対応できない生活課題や複合的な課題を抱える人たちの顕在化」といった支援する方、される方のそれぞれが多様化し、支援内容も複雑化している状況を踏まえたものとします。
また、「高齢者、障害（児）者、子ども等の権利擁護の推進」、「子ども・子育て支援新制度などによる子育て環境の整備」、「障害者の地域移行、発達障害・難病・医療的ケア児等多様な障害への支援の拡充」、国における「地域共生社会の実現に向けての取組」など、福祉における環境変化の要因を新計画に取り込んでいきたいと思います。なお、国の地域共生社会実現に向けた取組については、参考資料３と４を添付しておりますので、後ほどにでも、お目通しいただければと思います。
最後に、「東日本大震災や熊本地震等を踏まえた互助の再構築」といった災害対応も踏まえ、新たな福祉基本計画に反映していきたいと考えております。
次は、資料４「新たな富山県民福祉基本計画の施策の柱と構成（たたき台）」ですが、今ほど説明しました資料３が反映するよう検討が施されております。
一番左側にある「Ⅰ　ひとづくり」、「Ⅱ　地域づくり」、「Ⅲ　しくみづくり」の３つの区分につきましては、現計画と同じ柱立てとなっております。資料の左は現計画の構成、真ん中は新計画の構成（たたき台）、右側はたたき台の作成にあたり、現計画から変更した観点や要素等について簡単に記載しています。

基本的に、新計画は、資料３を踏まえて項目内容を拡充したものとなっております。項目に「【拡】」と印が付いておりますのは、重点取組等として充実していこうというものです。
この他に、今回新たな構成項目として、例えば、「Ⅰ　ひとづくり」の「２　福祉を担う人づくり」では、「③地域共生社会を支える多様な医療・福祉人材の養成・確保」といった項目を加えております。
また、「Ⅱ　地域づくり」の「３　生きがいと自立を育む地域社会の形成」にある「③災害に備えた取組の促進」といった構成項目も新たに加えております。
それから、「Ⅲ　しくみづくり」の「１　人権を尊重した福祉の仕組みづくり」では、「③障害等を理由とする差別の解消」、「④生活困窮者等を支援する体制の整備」といった構成項目を、新たな項目としてたたき台の中に加えております。
このたたき台を元に、取組内容等を書き加えて、新たな福祉基本計画を策定していくという作業になります。
次に、現行の富山県民福祉基本計画の進捗状況について、簡単にご説明いたします。
お手元の参考資料２「富山県民福祉基本計画（改定版）指標進捗状況一覧」をごらんください。これも、３本の柱立てで区分された資料で、現行計画の指標の達成状況をまとめたものでございます。

時間の関係もありますので、主立ったものをピックアップしてご説明いたします。

まず、１ページ目の「ひとづくり」に関する指標でございます。一番上の「介護サービスにおける介護職員数」に関しましては、平成22年を基点といたしまして、75歳以上の要介護認定者の伸び率に沿った形で職員数も増やしていく必要があるということで、平成33年までの目標を立てております。平成26年10月現在の実績が直近のデータでございまして、１万5,972人となっております。計画上は平成28年の目標を上回っておりますが、昨年３月に策定しました第６期介護保険事業支援計画では、将来の介護サービス量の増加を踏まえて、平成29年度までに１万9,000人、平成37年度までに２万2,000人という目標を定めましたので、今後の新計画策定作業の中で、新たな目標値を設定したいと考えております。

その下の「介護福祉士県内登録者」について、これは累計でございますけれども、数字の上では目標を上回るペースで推移しております。しかし、その下に有効求人倍率も載せておりますが、平成27年実績で3.59とありますように、現場では人材の不足感が高まっていることから、引き続き福祉人材の確保に努める必要があると考えております。

その２つ下に、「認知症サポーター数」という指標がございます。これは、市町村で認知症サポーターを養成しておりますが、平成28年３月末で７万9,412人ということで、目標を上回るペースで順調に推移しております。
続きまして、次の２ページ目をごらんください。「地域づくり」の指標でございます。上から２つ目の「延長保育実施保育所数」、その下の「病児・病後児保育事業実施箇所数」は、いずれも順調に推移しておりますが、引き続き実施施設の増加に取り組む必要があると考えております。

その下の「障害者のグループホーム・ケアホーム利用者数」につきましては、計画策定時より利用実績が増加しておりますが、今後、障害者の地域移行ということで、障害者支援施設における利用定員の減少に伴うグループホーム利用者の増加が見込まれますので、整備を推進する必要があると考えております。

その下の「訪問看護ステーション数」でございますが、平成23年の箇所数から1.5倍くらいということで、平成33年には、人口10万人当たり5.1カ所を目標にしておりますけれども、平成27年度に5.70カ所ということで、目標を大きく上回っておりますが、実際には箇所数もさることながら、訪問看護ステーションでどれくらいの利用者に対してサービスが提供できるかが大切だと思いますので、右端の備考欄に、利用者数の推移を記載しておりますが、こちらも増やす努力が必要だと考えております。

その２つ下の「小規模多機能型居宅介護事業所数」でございますが、平成22年で48カ所、33年で140カ所というかなり高い目標を掲げております。この事業所は、登録した利用者が、訪問、通所、泊まり、この３つの機能を利用できる施設でございまして、今後、これまで以上に在宅介護を推進していくためには大変重要な施設だと考えております。この事業所は、市町村が指定していくことになりますけれども、こういった事業所を県と市町村で力を合わせて増やしていきたいということで、少し高い目標になっており、これからも努力が必要なものと考えております。
続きまして、３ページ目の「しくみづくり」に関する指標でございます。上から２つ目の「富山型デイサービス施設設置数」でございますが、平成33年には200カ所を目指しております。200カ所と言いますのは、各小学校区に１カ所の目標になります。平成27年で121カ所と概ね順調に伸びておりますが、事業者、市町村と連携協力しながら、その設置促進に努めていかなければならないと考えております。

その下は「ケアネット活動の取組み地区数」でございます。目標は平成33年までに300地区としております。これにつきましては、概ね地区社協、旧の小学校区単位に１カ所というイメージで考えております。平成27年で255地区となっておりまして、現在、全ての市町村でケアネット活動に取り組まれているところでございます。ただ、富山市の中心部などで取り組まれていないところが45地区程度あるということですので、その差の分が目標の300との差になっております。今後、富山市での取り組みが進んでいけば、何とか300地区という目標は達成できるのではないかと見込んでいるところでございます。
かなり足早な説明になりましたが、以上でございます。

【岩城委員長】　どうもありがとうございました。
ただ今、新たな富山県民福祉基本計画についての報告がありましたが、これに関しまして、ご意見やご質問があればご発言ください。
【塘添委員】　検討状況をもう少し説明してもらえないでしょうか。
【石浦厚生企画課長】　スケジュールとしては、中間報告案の取りまとめに向けて作業している段階でございます。
専門分科会での検討ということにつきましては、福祉基本計画専門分科会において議論しております。
【宮田副委員長】　私は、福祉基本計画専門分科会において、副会長を務めさせていただいております。会長は、大橋謙策先生で県の福祉推進顧問をされている方です。
これまで、専門分科会を２回開催しております。第１回は、現行の福祉基本計画の進捗状況、そして今後、県が福祉を推進していく上でどういう方向性が必要なのかということを議論いたしました。

第２回目の前には、県内の福祉関係団体の方に出席いただき、それぞれの団体の立場から、どのような課題を感じていて、そしてどういう取組が必要なのかということを、それこそざっくばらんにたくさんご意見を頂戴いたしました。

そのご意見を踏まえまして、９月に第２回の会議を開催しました。その会議では、今ほど事務局からの報告にもありましたが、国の「地域共生社会をどう実現していくのか」という検討の中で打ち出されている課題も読み込みながら、例えば、今、高齢者関係ですと地域包括支援センター、障害者は障害者の相談支援事業所あるいは相談支援センター、子育てについては子育て支援センターと、それぞれの相談窓口がバラバラになっているところを、どう統合というか連携していくのかと。地域のニーズをしっかり受け止められるような窓口をどう作って、そしてまた逆に地域が連帯し、各分野がネットワークを作りながら支えていく仕組みにするには、どうすべきかということで、様々な観点から議論しています。
人材の不足についても十分認識しておりまして、介護あるいは保育など、人材全体の不足感がある中で、福祉を支える人的な基盤をどうするかということも議論しております。
そして、現在は中間報告に向けてのたたき台について議論していますが、県の各計画の見直しに係る動向とのすり合わせも意識しながら、今後引き続き検討していくという状況でございます。
福祉基本計画専門分科会の議事録も、その発言のままで県のホームページに公開されますので、ごらんいただければと思います。
【石浦厚生企画課長】　福祉基本計画専門分科会で検討の中身がある程度まとまりましたら、この審議会にご報告いたしまして、最終的に答申する流れになります。その際には、委員の皆様方に審議のご協力をいただきたいと思います。

【塘添委員】　わかりました。ありがとうございました。

【岩城委員長】　新計画策定に関して、その他に何かご意見等はありますでしょうか。

　無いようでしたら、次の議事へ進行したいと思います。

５　意 見 交 換

【岩城委員長】　それでは、これからはフリートーキングで意見交換をしたいと思います。せっかくの機会ですので、日頃、富山県における福祉についてお考えのことなど、ご自由に発言してください。

まず私から、介護人材の確保・育成については、いつも問題にあがりますが、なかなか進まない状況にあるのでしょうか。
【石浦厚生企画課長】　介護人材確保のための「福祉人材確保対策会議」がありまして、そこでは宮田副委員長に会長になっていただいているのですが、やはり介護職場のイメージアップが最初に取り組むべき課題なのかなと思います。

　先般も、宮田副委員長から、「３Ｋ」というのは「感謝」「感激」「感動」とのことで、これまでとは違う３Ｋでイメージアップし、介護職場で働いてもらえる入職のところから取り掛かっていこうと思いますが、まだ決定打となる施策までは至りませんで、模索状態にありますので、委員の皆様から良いお知恵があれば教えていただきたいと思います。
【岩城委員長】　他に何かご意見はございますか。
【浅岡委員】　介護保険における要支援１、２の方が、介護保険から外れて市町村の地域支援事業に移行するということですが、介護予防事業は、地域包括支援センターで行われております。その費用に関しましては、地域包括支援センターに支払われる委託金の中で実施されるとのことです。私の住む富山市においては、民間の事業所が地域包括支援センターを運営していまして、その経費の捻出が難しいと聞いております。介護予防を丁寧に実施していくにはどうすれば良いか、もっと県がリーダーシップを取って考えていく必要があると思います。
【岩城委員長】　地域包括支援センターが抱える課題は、各市町村によって色々あると思いますが、どうでしょうか。

【長田高齢福祉課長】　浅岡委員が発言されましたように、要支援１、２の方については、これまで介護保険において、例えばデイサービスを利用する、ホームヘルプを利用するということだったのですが、介護保険から市町村事業である地域支援事業に移行するということになっております。
　これは、平成29年４月までに移行するということになっておりまして、県内でも一部の市町村で移行されましたが、これからの市町村もあります。お話のありました富山市はこれから移行することになっております。

その地域支援事業は、国や県も財政負担をしており、その交付金を活用して市町村は事業を実施しているところでございます。民間事業所は経費の捻出が難しいとのご指摘ですので、また現場の声を聴きながら対応を考えていきたいと思います。
【和田委員】　今ほど、浅岡委員から質問がございましたが、１つお願いしたいのは、財源の問題などもあるかとは思いますが、15市町村に温度差が無いようにしていただきたいということです。県民が「あっちの市町村が良い。こっちの市町村が良い。どこかの市が一番悪い」という温度差を感じないようになれば良いと思います。

そして、市町村と一緒に取り組んでいけるような県民福祉基本計画を策定すべきだと思います。ここに資料４として、新計画のたたき台がありますが、今後、専門分科会で熱心に議論していただいて、中間報告や答申を取りまとめた際には、その都度、県民に報告し、県民と一体となって策定できればと思います。
行政サイドは厳しい顔をすることもあるかもしれませんが、県民一人ひとりにスポットが当たる福祉の実現を望みますので、よろしくお願いいたします。

【岩城委員長】　どうもありがとうございました。

確かに市町村によって取組に差が生じているのだろうと思います。富山市あたりは、あまりにも大き過ぎて、なかなか行き届かせるのが難しいという面があるのかもしれませんが、市民という点では同じところに住んでいますので、ぜひ努力してもらいたいことだと思います。

【細川委員】　手をつなぐ育成会は、知的障害者の家族の会なのですが、今年７月に発生しました相模原市のやまゆり園の事件で、社会の中に「知的障害者は生きていても仕方ない」という意見が出てきたことについては、「おそろしい時代になった」と思われてなりません。
富山県では、障害者の差別解消条例が施行されておりますし、その事件を受けた形で、早速、「障害者の人権や尊厳に関する県民大会」が行われ、知事以下たくさんの県民の方に参加していただきました。大変感謝しております。
もちろん、私どもも色々な所で啓発活動を続けていかなければならないと思っておりますが、社会自体の意識を変えていく必要があると感じています。資料４の新たな県民福祉基本計画のたたき台を拝見しまして、「１　人権を尊重した福祉の仕組みづくり」の中に「③障害等を理由とする差別の解消」という項目が新たに設けられるということは、大変素晴らしいことだと思いますが、これは総合的に考えていかなければならないことのように思います。
相模原市のやまゆり園の事件を見ましても、加害者が施設の元職員だったということで、全く無関係な人が加害者だった訳ではないということに、二重に衝撃を受けた訳です。

先ほど、「２　福祉を担う人づくり」で、もっとイメージアップを図らなければならないということで私もそう思うのですが、福祉に携わることがどんなに素晴らしいことかということを社会に広く知らせないことには、「大変な人を世話している」という昔の３Ｋ職場のままを連想されるのでは、福祉が将来的に花開くことは難しいのではないかと思います。もう少し総合的に見る必要があると思います。
もう１つは、どうしても高齢者、障害者、子どもなど、縦割り的な面が今も残っているような気がします。例えば、知的障害者は７割から８割くらいは、親や兄弟と一緒に地域で暮らしているのが現状です。その中で親の高齢化がとても進んでいます。そうして加齢した知的障害者は、親亡き後、どこでどうやって暮らすのが良いのかということが非常に大きな問題となってきています。
一方では、「施設から地域へ」ということもあって、国では、「障害のある人も、なるべく地域でずっと生きられるように」と言ってはいますが、「じゃあどうすれば良いのか」という部分がなかなか見えてこない訳ですね。

今年は、成年後見制度に関する法改正もあり、「じゃあどうすれば良いのか」ということも検討されていると聞いてはいますが、色々な制度ができても、それを有効に利用して何かが変わっていくまでには非常に時間が掛かります。例えば、成年後見を申し立てるには、本人や親、４親等内の親族に限られております。市長の申し立てが少しずつ増えていることはありがたいと思いますが、まだまだ親の意識すら十分育っていないという現状があります。
ですから、県もこれからは、市民の福祉に関する意識の醸成や、親も含めてなんですけれども、高齢や障害だとかだけに限らない広い意味での権利擁護の推進を是非ともお願いしたいと思います。

【蔵堀厚生部長】　今年の７月に起きました神奈川県相模原市の事件に関しましては、ご紹介いただきましたように10月２日に「障害者の人権や尊厳に関する県民大会」を開催いたしました。そこでは、障害を持った方にも色々な障害がある訳ですが、その皆さんにお集まりいただいて、差別をなくしていこうと人権や尊厳に関するメッセージを発信し、広くアピールできたものと思います。

そして、さらに一般の県民の方にもっと知ってもらうこと、差別解消だけじゃなくて理解してもらうことが大事だと思います。県でも一生懸命取り組んでまいります。
　２つ目の知的障害についても様々で、特に親御さんが高齢化して、当然、お子さんも歳を取っていく訳ですが、そういった時にどうするかというのは、今のところ、なかなか上手い解決策が見付かっていないというのが現実だと思いますが、国でも、「成年後見制度をこれからどうしていくか」を検討しておりますし、私どもも国の検討を見ながら、県としてできることをやっていきたいと思いますので、またご意見いただければと思います。
【岩城委員長】　どうもありがとうございました。
　福祉基本計画専門分科会では、これに関して何か議論はありましたか。

【宮田副委員長】　やまゆり園の事件につきましても、専門分科会で話題になりました。特に、「社会全体の意識を変えないといけない」というのは、確かにそのとおりだと思います。
日本で「福祉のまちづくり」が始まったのは、昭和39年の東京オリンピック・パラリンピックの後になります。その次は、富山県で言えば、富山県民福祉条例の制定で、これによりバリアフリーが当たり前になってきました。その当時に比べると、むしろ当たり前になってしまったから、先ほどご発言されたように「人の役に立つか、立たないか」ということで人の価値を決めていくようなグローバルな時代になってしまったというのが大きな背景としてあるのではないかと思います。
ですから、今度はもう一度、物理的な障壁というバリアフリーではなくて、心のバリアフリーにしっかり取り組む必要があるのではないでしょうか。そういった点では、専門分科会でもずいぶん議論をしましたけれども、やはり、学校教育の中で心を育てるのが重要になると思います。かつては、「総合的な学習の時間」でずいぶんと福祉教育も行われたのですが、そして、社会福祉協議会などを中心にして、地域全体で、地域と学校が一体となって取り組んでいこうと実施されていたのですが、最近は、学校が忙しくなってきて、そういった課題がちょっと忘れられがちなのかなという気がします。
それから、地域住民に対する福祉教育という点でも、やはりこれも少し当たり前になってしまって、むしろ抜けてしまったところがあるのではないかと感じておりまして、学校教育での福祉教育と地域住民に対する福祉教育については、トータルの意味でもう一度、心のバリアフリー、あるいは福祉教育にみんなで取り組み直す時代が来たのかなと思っています。
そういう意味では、先ほど出ました「我が事・丸ごと」地域共生ということで、要支援１、２は介護保険から外れていきますが、逆に地域でどう支えるのか、地域で支える主体をどう形成するかという課題が大きくなっております。平成29年４月からスタートですので、社会福祉協議会や地域包括支援センターが中心になり、とても苦労なさっております。
この点では、幸い富山県では、これまでずっとケアネット活動が地域で支え合う仕組みとして取り組まれてきましたので、それをベースにしながら、あるいは他の民間の活動を取り込みながら、どう新しい福祉社会を形成する主体を作っていくのか、そのための意識と行動、活動、あるいはそれをシステムとしてどう構築していくのかというのは、正にこれからの課題だと思います。
富山県は、富山型デイサービスもありますし、ある意味、地域福祉の先進県でもありますので、全国でも注目されるような県民福祉基本計画、そしてシステム、動きができれば良いと思います。

それから、人材については、これはこの前の日曜日になるのですが、「『介護の日』フェスティバル」が開催されました。本来は11月11日が介護の日なのですが１ヶ月前倒しして、これは第５回目の開催になりますがグランドプラザで行われました。
そこで、介護の分野で頑張っている中堅の専門職の人達を表彰しようということで、「『がんばりすと』の表彰」をいたしました。表彰は、今回が３回目になりますけれど、今回までで80名程になっております。新聞広告にも大きく、「私はこういう仕事で頑張っています」と出ました。
この方達が、来年の４月には、新しく介護の職場に入って来た新人の人達に対して激励会をします。福祉職場の入職式、入社式ということで、これは昨年初めて行い、来年も開催すれば３回目になります。
そういった形で、福祉職場に入った人達を勇気づけ、育てていこうと。そして、中堅の方達が職場でリーダーシップを取って、地域にも新しい「３Ｋ」、あるいは「希望」を加えれば「４Ｋ」になる訳ですが、そうして広げていこうとしております。

また、参考資料２の「介護職員数」を見ると、15,000人を超える方が従事されている訳ですから、県民のかなりの部分が介護という職業についていることになります。無くてはならないシステムであり、職業であると思っていますので、これはやはり地道に取り組んでいくことが必要だと感じております。
６　閉　　会

【岩城委員長】　どうもありがとうございました。

時間もまいりましたので、まだまだご発言の希望もあるかと思いますが、本日の審議会は、これで終了させていただきたいと思います。

なお、本日の会議後にお気付きの点、富山県の福祉全般に関しましてのご意見・ご提言などがございましたら、事務局が配付いたしました「ご意見・ご提言用紙」にお書きいただきまして、事務局までご提出いただければと思います。ご意見は、今後の審議会運営の参考にさせていただきますので、よろしくお願いいたします。

それでは最後に、事務局から連絡事項があればお願いします。

【司会】　本日はお忙しい中、誠にありがとうございました。　

　今後、本審議会をはじめ、各専門分科会、部会の開催にあたっては、それぞれ事務局からご案内させていただきますので、よろしくお願いいたします。

　本日はどうもありがとうございました。
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